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して発表された古典的業績，A. A.バーリと G. C.ミーンズによる「所
有と経営の分離」の研究（『現代株式会社と私有財産』１９３２年）まで，どうし
てもたどり返さないといけなくなる。
このバーリ＝ミーンズの株式会社研究などは，経営学や経済史の研究
というだけでなく，政治学の研究者にとっても無関心ではいられない研
究であった。それというのも，日本の社会科学はマルクス主義の影響を
強く受けていたこともあって，「企業は誰のもの？」という関心が個別
の専門分野を超えて広く分有されていたからである。政治・行政におけ
る「ガバナンス問題」を論ずる前に，大企業の場合はどうであったのか
を簡単に見ておくことにしよう。急がば廻れである。
世界恐慌のころのアメリカの巨大企業は，もはや特定のオーナーに
よって所有されていたのではなく，その株式が多人数の人びとに分散し
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て所有され，企業経営もオーナーひとりの意向でおこなわれるよりは，
専門的な経営者たちによって進められるようになっていた。出資者であ
る株主も経営に直接口出しをすることよりは，企業業績の向上による配
当実績に関心がある。そうした「所有と経営の分離」によって，一群の
経営陣による企業支配と増大した権力の横暴がおこなわれる事例も相次
ぎ，政治学サイドからは，企業経営者と政府権力の癒着が問題視される
ようになっていく。
その後，１９６０年代以降になると，アメリカでは企業体で投資をおこな
う大口の機関投資家が中心的な役割を演ずるようになり，その様相が大
きく展開する。オーソドックスな「所有と経営の分離」論ではもはやと
らえられない状況が現出してきたのである。機関投資家が依拠するの
は，金融工学に基礎をおく「現代ポートフォリオ理論」であって，それ
を駆使して，一方では，多数の投資家から集めた信託財産を分散投資す
る手法の開発に努めながら，他方では，退職年金の運用責任を負う立場
から企業経営の「ステークホルダー」（利害関係者）になっていく。そし
て中には「物言う株主」としての行動をとる機関投資家も現れてきて，
「所有と経営の分離」どころか「所有と経営の接近」と称される傾向も
出てくる。これがアメリカにおいてコーポレート・ガバナンスの問題が
浮上してきた背景状況であった。
これに対して日本の主要産業では，戦前の財閥を中心とした資本形成
に見られる「所有と経営の一致」が敗戦でいったん途絶え，財閥解体か
らの再出発を期さなければならなかった。その過程において，いわゆる
「メインバンク制」やグループ企業間での「株式の持ち合い」などで特
徴づけられる日本的な「所有と経営の分離」が形成され，高度経済成長
を果たすことになるが，やがて，銀行と企業の安定的な関係を中心とし
た金融システムに変化が現れてきた。企業経営資金の市場調達が顕著に
なり，「資本の国際化」に伴う海外の機関投資家の進出が見られるよう
になると，日本においてもアメリカと同様な問題状況が見られるように
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なってきたのである。
このように，「ガバナンス問題」の登場背景を探ろうとなれば，また，
今日のわが国が立ち至っている問題状況を的確にとらえようということ
になれば，せめて１９２０年代くらいまで時計を巻き戻して，それぞれの分
野における「ガバナンス問題」の展開を追わなければならなくなる。た
だし，「温故知新」ということで，古きをたずねることは結構なのだが，
肝心なのは，古いことから新しいことへの展開をすっぽかしてしまって
はいけないということ。たとえば，「国権の最高機関」たる国会のだら
しなさ，あるいは地方議会のていたらくを正さなければならないという
ことから，いっきょに議会権能が強かった遙か昔の時代にさかのぼっ
て，その後の歴史的な展開を抜きに今日の議会の権能強化を論ずるとい
うのでは困る。イギリスで議会が「男を女に，女を男にする以外は何で
もできる」といわれた時代から，選挙権の拡大，普通選挙の実現を経て
「議会制の危機」に見舞われ，そして現代の行政権優位の時代へと展開
した歴史的経緯をすっぽかしてしまい，ひたすら議会の活性化だけを論
ずるのではどうにもならない。「せめて１９２０年代くらいまで時計を巻き
戻して」と言ったが，西欧先進国において「議会制の危機」が言われる
ようになったのが，その１９２０年代のことなのである。
ともかく，こうして私は，自分の専門領域において「時計の巻き戻し
作業」をやろうと，日本の行政学の実質的パイオニアであり，大学院時
代（修士課程）の指導教授でもある 山政道（１８９５～１９８０年）の研究を通し
て，政治・行政面における各種の「ガバナンス問題」との取り組みを追
跡しようとした。その成果が，比較的最近まとめた拙著『ガバナンスの
探求－ 山政道を読む』（２００９年刊）である。２０年ぐらいかけた仕事なの
で，とてもその全容にわたることはできないが，古くからの「ガバナン
ス問題」の登場をどのように扱ったらよいかということについて，ひと
つの参考例として，ここで必要最低限の説明をしておくことにしたい。
すでに述べたとおり，「ガバナンス」の概念が社会科学において市民
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権を得るようになったのは，２０世紀も末のことであるから，その前の時
代を生きた 山にとってその概念はなじみがない。けれども，今日的な
「ガバナンス問題」はすでに 山が生きた時代からはじまっていた。そ
こで，その著作のまえがきで，前置きなしに簡潔に「ガバナンス」の定
義もどきをすることとし，それにつづけて「ガバナンス問題」にかんす
る私の基本的な認識を述べることとした。冒頭部分はこれまで説明した
ことと重複するが，その部分も含めて連続する２つのパラグラフを引用
しておこう。
「ガバナンス」の概念が社会科学において市民権を得るように
なったのは，２０世紀も末のことである。ガバナンスはガバメントと
原義を共にすることから，コーポレート・ガバナンスを『企業統
治』などと呼ぶことが多いが，ひとつの組織の頂点から一元的に
『統べて治める』統治のイメージをもってそれをとらえると，ガバ
ナンスの意味するものとはほど遠くなってしまう。それは多様な主
体間でのネットワークとそこでの調整活動を通じて，私たちの社会
における公共的問題の解決にあたる仕組みを設計し，それによる組
織・制御機能をとらえるための用語である。
それぞれの社会レベルでつぎつぎと生起する公共的問題のことご
とくを政府が解決できるものではない。そのことは政府の問題解決
能力に人びとの信頼が寄せられていた時代であっても変わることが
ない。その意味で，ひとり政府だけの能力では対処しえない『ガバ
ナンス問題』の発生は古くからあった。 山が生きた時代は政府機
能の拡大によって特徴づけられるが，そこにおいても各種のガバナ
ンス問題への対処がつねに求められていた。
専門分野の研究者を対象としているので，一読しても理解しづらいか
もしれない。しかし，冒頭部分のように，くり返し使うとそれなりに分
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かっていただけると思う。説明不足になるが，ここでは先を急がせてい
ただく。
◇「政府体系」の再編～日本で起きていること～
ずいぶん廻り道をしてきたが，わが国の政治・行政面において現実に
起きている大きな変化をとらえることがここでの課題である。「大きな
変化をとらえる」と言ったが，もちろん，大きいことだけが重要である
わけではない。まして「大きいことはよいことだ」というのではまった
くない。「雨だれが石をもうがつ」というのも真実であって，小さなこ
との積み重ねがものをいうこともある。しかし，ここではあえて大きく
構えてみようということである。
近代日本の歴史に限っても，これまでにいくつかの大きな転換点が
あった。明治維新や太平洋戦争の敗戦がそれに当たることについてはあ
まり異論がない。その見方に立てば，前世紀から今世紀にかけての世紀
転換期における大きな改革課題は「第３の改革」となる。たとえば，１９９０
年代から開始された地方分権改革でも，そうしたとらえかたがとられて
きた。すなわち，９０年代から今日に至る地方分権改革は，明治期以来の
中央集権型行政システムを新しい地方分権型行政システムに変革しよう
とするものであって，「それは明治維新・戦後改革に次ぐ『第三の改革』
というべきものの一環」を成しているというのである（『地方分権推進委
員会中間報告』１９９６年３月２９日）。
ここでもうひとつ紹介しておきたいのが，今世紀のはじめに実現した
中央省庁再編のシナリオづくりに当たった，橋本政権下の行政改革会議
の最終報告で示されたとらえ方である。この最終報告には，のちに「新
しい公共」を取り上げる際に再び触れようと思う。
そこでは司馬遼太郎の「この国のかたち」を引きながら，わが国が戦
後行政システムから２１世紀型行政システムへの変換に直面し，あらため
て「この国のかたち」を問いなおさなければならない段階に立ち至った
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とする認識が披瀝されているのだが，そのことを論ずるのに，「わが国
は，近代史上，大きな転換期を三度経験している」としている。１度目
と３度目の転換期については，上記の地方分権改革の場合と同じであ
る。異なるのは，明治維新期と敗戦期にはさまれた期間にもうひとつの
転換期があったとしている点である。それが明治維新期につづく「次な
る転換期」であり，その部分を引用すると，「次なる転換期は，１９２０年
頃に訪れる。それまでの驚異的な成長力と適応力の下に着実に近代国家
への歩みを進めてきたわが国は，第一次世界大戦後の恐慌の発生と日英
同盟の破棄，そして満州事変，国際連盟脱退，二・二六事件への事態の
展開のなかで，次第に軍靴の高鳴りに包まれ，やがて戦争への坂道を転
げ落ちていくことになる。」（『行政改革会議最終報告』１９９７年１２月３日）こう
いうことである。
先ほど，せめて１９２０年代くらいまで時計を巻き戻して，それぞれの分
野における「ガバナンス問題」の展開を追わなければならなくなるとし
たことを思い起こしてほしい。かつて戦時経済体制の確立を「１９４０年体
制」と名付け，それからの脱却が必要だとする主張が論壇をにぎわせた
が，その「１９４０年体制」に向けた歩みは，明らかに１９２０年代から始まっ
ていたのである。
さて，わが国の政治行政システムの根幹をなす一連の制度の改革をと
らえるのに，私は９０年代から「政府体系」という概念化を試み，１９８０年
代はじめの第２次臨時行政調査会以降，「政府体系」再編の過程にある
との見方を提示してきた。「政府体系」は「この国のかたち」と言い換
えてもよい。政府部門と民間部門とのいわゆる「官民関係」，政府部門
内部における「国地方関係」，各政府レベルにおける政治と行政との関
係，ことに国の政府レベルにおける「政官関係」という，三重の基本的
な関係の見直しが相互に絡み合いながら進行していることに注目する必
要があるとしたのである。
この「政府体系」という概念化は学界においてまだ市民権を得るに
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至っていない。概念化の仕方も，「国地方関係」を中心にしたものや社
会保障部門を独立させてとらえるものなどがあるが，私の概念化におい
ては，いわゆる「官民関係」がその中心にある。それは私の場合，公共
サービスの供給体系に見られる変容をとくに重視しているからである。
第２次大戦後に本格化した福祉国家の建設は，国によってその現れ方
が異なるが，おしなべてビッグガバメントの形成を伴ってきた。ところ
が，地方政府を含む政府公共部門のサイズが“Too Big”あるいは“Too
Fat”になり，肝心の民間部門を圧迫し，その活力の低下を招いたと受
けとめられるようになるに至って，そこからサッチャー政権に率いられ
たイギリスを手始めとして，公共部門のリストラが主要国に広まって
いった。OECD諸国で一般化した改革手法が「民営化 privatization」と
「規制緩和 deregulation」である。わが国は１９７８年の第２次石油ショッ
ク以降，この直撃を受けることになる。第２次臨時行政調査会にはじま
る行革の時代への突入である。
そして，第２次臨調のあと３次にわたる臨時行政改革推進審議会が設
置され，その第３次行革審最終答申（１９９３年）において，世紀末行政改
革の課題が「官から民へ」「国から地方へ」の２つのスローガンに集約
された。その年は，「５５年体制」において長期政権を誇ってきた自民党
が野に下り，自民党単独政権から連立政権へと移行した戦後政治史上の
一大転換の年でもある。その前後から「政治主導の確立」が唱えられる
ようになり，各党はこぞって「霞ヶ関大改革」に向かうようになった。
上記の２つの改革課題に「官から政へ」の改革課題が加わり，３つの基
本的な関係構造をまとめてとらえる必要が一段と強まったのであった。
さらにいえば，３つの改革課題をまとめてとらえるにとどまらず，相
互の絡み合いが重要であって，そこに私流のガバナンス論の中心命題が
あった。たとえば，地方分権型社会の創出をめざした「国から地方へ」
の地方分権改革も，それだけを切り離して推進するのではなしに，「官
から民へ」の公共サービス供給システムの改革を伴っていたこと，しか
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も前世紀末の第１次分権改革の場合，地方分権推進委員会を舞台に，内
閣がそれをサポートする一種の政治主導のスタイルをとることによっ
て，大きな成果を収めることに成功したのであった。「多様な主体間で
のネットワークとそこでの調整活動」が功を奏したのである。
３ 「新しい公共」にとっての意義
◇公共性の問い直し～「公共性の空間」と「新しい公共」～
いよいよコミュニテイカレッジの総合テーマである「新しい公共」に
とっての意義を論ずるところまできた。先ほど，「政府体系」の概念化
が公共サービスの供給体系に見られる変容をとくに重視したものである
ことを指摘したが，わが国における「新しい公共」観念の登場もまたそ
の変容を示す格好の事例にほかならない。
冒頭において，『「新しい公共」を問う～市民・行政・政治が協働する
ガバナンスに向けて～』を総合テーマとした，全５回の「県民コミュニ
ティカレッジ」にかんする生涯学習センター作成による企画案内の文書
を紹介した。そこには，「長らく，『公共』とは中央省庁や行政が取り仕
切るもので，『市民』には公共を担う責任も資格も無いかのように捉え
る見方が支配的でした。近年，こうした『官イコール公共』とは全く異
なる発想，つまり『新しい公共』という考え方が注目を集めつつありま
す。これは，市民的立場にある NPOや企業なども政府・行政と協働し
て公共を支えることを求めるものです」と記されている。
そのとおりであり，「新しい公共」は公共性の観念の問い直しから生
まれてきたものである。公共性の観念の問い直しということになると，
どうしても有名な思想家や哲学者の小難しい言説を取り上げて論ずるこ
とになりがちで，たとえば，ハーバーマスであるとかアレントといった
思想家たちの哲学的思潮を引き合いに出したり，それらにかんする学者
研究年報 社会科学研究 第３２号（２０１２年２月１５日）
１６
の論議を紹介したりすることになるが，そうした思想史的文脈での空中
戦をたたかわせる余裕はない。もちろん，そうした地道な作業が無意味
であるということではない。現に先任大学での学部ゼミなどでは，卒業
を控えた４年次の後半期をつかって，たとえばアレントの『人間の条
件』などをじっくり読むようなことをやってきた。文庫版で容易に入手
できるので，一度目を通してみていただきたい。気楽に読み通せる代物
ではないことがたちどころに理解できるであろう。
公共性の問い直しということでぜひとも心がけてほしいのは，現実の
政治・行政の改革に関連して画期をなすような文書や具体的事例に即し
て，それがどういうかたちでおこなわれてきたのかということを心得る
ということである。やや語弊があるが，学者論議よりも実際の改革をめ
ぐる展開が重要である。
ところで，「新しい公共」というと，多くが民主党政権の登場に伴っ
て打ち出された政策だと受けとめていると思う。すなわち，２００９年夏の
総選挙における民主党の圧勝をうけて成立した鳩山内閣で「新しい公
共」円卓会議が設置され，翌年６月，鳩山内閣最後の日に「新しい公共」
宣言がまとめられた。その限りでは，上記のような受けとめ方が一般的
であるのもしかたがない。
しかしながら，「新しい公共」が公共性の問い直しの所産であるとす
る観点からするならば，特定の内閣や政権と結びつけたとらえ方はあま
りに浅薄なものでしかない。まずもってそのことに留意すべきである。
実は，公共性の問い直しということで画期的な意味をもつ政府文書が，
民主党政権成立の１２年前に出されていた。それが，すでに取り上げた橋
本政権下の行政改革会議最終報告（１９９７年１２月）である。
先に触れたように，その行政改革会議最終報告は今世紀の入り口にお
いて具現化した中央省庁再編のいわば処方箋であり，明治以来の行政改
革史上，最も重要な文書のひとつであるが，そこにおいて公共性にかん
する注目すべき言明があった。それも異なる箇所で３回もくり返されて
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いる。
①「公共性の空間」は，決して中央の「官」の独占物ではないとい
うことを，改革の最も基本的な前提として再認識しなければなら
ない。
②国と地方公共団体との間では，公共性の空間が中央の官の独占物
ではないという理念に立ち返り，統治権力の適正な配分を図るべ
く，地方分権を徹底する必要がある。
③今日，公共性の空間は，もはや中央の官の独占物ではなく，地域
社会や市場も含め，広く社会全体がその機能を分担していくとの
価値観への転換が求められている。
２０世紀から２１世紀への転換を目前にして，国の行政改革の処方箋をま
とめ上げるにあたって理念的なキーワードとして選び出されたのが，こ
こにくり返し登場する「公共性の空間」だったのである。そして，その
ことに続けて急ぎ付け加えたいのが，もう一方の「新しい公共」もま
た，ほぼ同じころ，こちらは地域社会レベルにおける公共性の問い直し
を通じて打ち出されていたということである。ほかにも事例があるかも
しれないが，私自身が身をもって学んだのは，山梨県と人口規模がほぼ
等しい東京・世田谷区における事例であり，世田谷区の公式文書では，
国の行政改革会議最終報告よりもほんの少し前にまとめ上げられた地域
保健福祉審議会答申（１９９７年９月）において，初めて「新しい公共」の理
念が採り入れられている。
世田谷区における事例にかんしては，本学に着任して４ヵ月の時点で
おこなったローカル・ガバナンス学会での講演でも取り上げており，く
り返しになってしまうが，審議会答申におけるさわりの部分のごく一部
を紹介しておくと「（地域での）課題解決には，区民・事業者が自己責任
で行う民間独自の活動領域と，行政の責任で行う行政活動領域がありま
研究年報 社会科学研究 第３２号（２０１２年２月１５日）
１８
す。さらに，区民や事業者と行政が協働し，連携して問題を解決する仕
組みが必要です。この活動領域を『新しい公共』として，地域社会の中
に形成していくことを目指すべきです」とある。
要するに，国では「公共性の空間」の再定義，地域では「新しい公共」
の提起である。この双方がくしくも同時期におこなわれたことに注目す
べきである。そして，「新しい公共」はもともと地域社会レベルでの公
共性の問い直しから開始されていることに注目していただきたい。地域
レベルで考えれば，公共なるものが「中央の官」の独占物でないことは
もちろんのこと，それは自治体行政を含む行政の守備範囲だけを指すも
のではない。そこでは「パブリックとはもともと市民のこと」というわ
きまえから出発するのである。
また，「新しい公共」がなぜガバナンスの問題と関連するのかについ
て少しだけ補足しておくと，それは，「官イコール公共」どころか「行
政イコール公共」でもなく，公共性のありようが問い直される公共の世
界が，行政の守備範囲をはるかに超えて広がっているからにほかならな
い。ごく身近な福祉，医療，教育などの分野の事柄を考えてみていただ
きたい。それらは行政の専管領域などではまったくない。まちづくりの
活動だって同じである。おだやかな表現でいえば，それらの公共の問題
は政府・公共部門と民間部門との双方にまたがって存在している。公私
両部門にまたがる公共問題への取り組みこそがガバナンス問題の典型で
あって，ガバメントのみならずガバナンスの問題がクローズアップされ
る基本的な理由なのである。だから，「区民や事業者と行政が協働し，
連携して問題を解決する仕組みが必要です。この活動領域を『新しい公
共』として，地域社会の中に形成していくことを目指すべきです」とい
うことになるのである。
◇気になる「新しい公共」の行方
先ほど，世田谷区の「新しい公共」にかんする説明の中で，私自身が
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身をもって学んだと述べた。それは，世田谷区で「新しい公共」の理念
を採り入れた地域保健福祉審議会答申が出てから１年半後のこと，区民
ぐるみで「新しい公共」の理念に基づく行政改革の推進を図るために設
置された世田谷区行政改革推進委員会の委員長になる羽目となって，延
べ４年間にわたってそれなりの苦労をしたからである。
市民参加の仕掛けも実際に経験してみればお分かりのとおり，けっし
てきれい事だけではない。「ガバメント」と「ガバナンス」とは，語源
が同じであって，そうだからこそ，市民は無関心を装うことができない
のだと言ったが，そうは言っても，私たち市民の生活ぶりは一様でない
し，地域の公共問題に対する関心の持ち方も実に多様である。みんなが
みんな同じ問題について同じ理解を持ち，まして同じ考え方をしている
わけのものではない。自治体行政についても，はなから敵対視してその
言い分を疑ってかかる人もいれば，はなはだ残念なことに，「中央の
官」のほうが能力がすぐれていて信用できるとみなしている人もいる。
なかにはカタカナ語を頻発する学者の言い分も信頼できないと公言する
市民もいるくらいである。
そうしたことに由来する苦労話とは別に，いまだ定まらない「新しい
公共」の行方にかんして抱いている懸念について最後に取り上げておき
たい。端的にいえば，それを「安上がり行政」のための便法と考え，そ
の観点からのみ，「新しい公共」にかんする施策の成否を論ずる人びと
が非常に多くいるということである。
国の行政改革における「公共性の空間」の再定義が現実にもたらした
ものは何であったかを考えてみれば，それは結局のところ，「官から民
へ」の行政のアウトソーシングを推進しただけにすぎないように見え
る。しかも，小泉内閣のもとでの郵政民営化がそうであったように，圧
倒的多数の国民がそれを支持したのであった。けれども，ほんとにそれ
は正しい選択だったのだろうか。
同じことは自治体行政についても言える。国に劣らず自治体行政には
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無駄が多いということで，総務省主導による地方行革が強力に推進され
ている。「これまで行政が主として提供してきた公共サービスについて
も，今後は，地域において住民団体をはじめ NPOや企業等の多様な主
体が提供する多元的な仕組みを整えていく必要がある。これからの地方
公共団体は，地域のさまざまな力を結集し，『新しい公共空間』を形成
するための戦略本部となり，行政自らが担う役割を重点化していくこと
が求められている。」これは２００５年３月，総務事務次官名で都道府県知
事を介して全国の市町村長に対して発せられた通知文の一節である。
一見すると，いかにも正論を述べているように見える。けれども実際
におこなわれているのは，「カネ減らし，ヒト減らし」の押しつけと言っ
てよい。地方行革の推進にあたって，「可能な限り目標の数値化や具体
的かつ住民にわかりやすい指標を用いること」を義務付けた「集中改革
プラン」の公表が求められた。そのうえで総務省が必要に応じて助言を
おこなうというのである。これもまた，「カネ減らし，ヒト減らし」を
実現するための各種の行政のアウトソーシングに対する住民の支持をあ
てにしたやり口である。
なるほど効率化を推進するには人件費の抑制が近道であるから，行政
のアウトソーシングを進めることが手っ取り早いのかもしれない。しか
し，「新しい公共」とまぎらわしい「新しい公共空間」の形成を中央か
ら一方的かつ威嚇的に推進することに，どうして私たち国民，住民が拍
手喝采をするのだろうか。それに，「これからの地方公共団体は，地域
のさまざまな力を結集し，『新しい公共空間』を形成するための戦略本
部となり，行政自らが担う役割を重点化していくことが求められてい
る」というのだが，このセンテンスの主語である「地方公共団体」には，
その地域で生活をする住民は入っているのかどうか。住民がいない自治
体などというのは到底考えられないのだが，そのあとに続く「行政自ら
が担う役割を重点化していくことが求められている」の表現が物語るよ
うに，主語の「地方公共団体」というのは自治体行政のこと，それも首
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長を取り巻く一部の幹部職員のことを指しているようである。つまり
は，住民も議会も，住民と直接接する職員も度外視したまま「新しい公
共空間」を創出しようということらしい。
これに比べると，民主党政権で言われるようになった「新しい公共」
の理解のほうがまだましだということにならざるをえない。「今，市民
や非営利組織（NPO）が，教育や子育て，街づくり，介護や福祉など身
近な課題を解決するために活躍しています。・・・・（中略）・・・・人を支える
こと，人の役に立つことは，それ自体が歓びとなり，生きがいともなり
ます。こうした人々の力を，私たちは『新しい公共』と呼び，この力を
支援することによって，自立と共生を基本とする人間らしい社会を築
き，地域のきずなを再生するとともに，肥大化した『官』をスリムにす
ることにつなげていきたいと考えます。」覚えているだろうか。これは
「いのちを，守りたい。いのちを守りたいと，願うのです」という，出
し抜けの呼びかけからはじまった，２０１０年通常国会における鳩山総理の
施政方針演説の一節である。
最後の部分は言わずもがなである。肥大化した「官」のスリム化につ
なげたいなどというのは，コトバを強めれば，「新しい公共」支援にとっ
て邪心以外の何ものでもない。しかし，こうでも言わなければ「新しい
公共」に関心を寄せない私たち国民がいるからのことであるのかもしれ
ない。そのことを忘れてはならないであろう。
あまりに唐突な呼びかけからはじまった所信表明演説だっただけに，
聴き手も，また翌日の新聞の読み手も，さぞかしびっくりしたであろ
う。私もそのひとりであった。だが，最後の言わずもがなの部分を除け
ば，先に引用した総務事務次官通知よりもずっと私たちの共感を呼ぶよ
うに思われる。
政権交代から数えて，総理大臣はすでに３人目である。「新しい公
共」の行方はまだまだ定まらない。それだけに気にかかるところである
が，鳩山総理の施政方針演説との関連で私自身の関心の所在を明らかに
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するならば，「自立と共生を基本とする人間らしい社会を築き，地域の
きずなを再生する」うえで，はたして「新しい公共」がひとつの橋頭堡
になりうるかどうかということ，その点にこそある。
おわりに
冒頭に記したように，本稿は１年余り前におこなわれた「県民コミュ
ニティカレッジ」の一環をなした講義をベースに加筆したものである。
表題に副題を付したほか，当日の講義レジュメとは異なる項目表記をし
た箇所が２箇所ある。第１節の前半（「ガバナンス」の市民用語化）と第２
節の前半（古くて新しい「ガバナンス問題」）がそれであり，講義レジュメで
は「『ガバナンス』って何？」「『ガバナンス問題』の登場」となっていた。
副題を付したのは，冒頭で記したとおり，そのときの「県民コミュニ
ティカレッジ」が『「新しい公共」を問う～市民・行政・政治が協働す
るガバナンスに向けて～』を総合テーマとしたことに留意したからであ
る。後者の変更のうち１番目は当日の講義にそって表現を変えたにとど
まるが，２番目はそれとは別の理由による。コーポレート・ガバナンスの
登場背景について加筆した部分は，当日の終了時に参加者から伝えられ
た要望に対して，原稿化する機会があったならと加筆を約束したことに
配慮したためであり，そのために「政治・行政における『ガバナンス問
題』」を掲げた第２節の論題にそぐわない内容になってしまったきらい
がある。この点はご容赦いただきたい。
また，後日，メール通信で寄せられた質問に対して十分応答できずに
いたことが気になっていたが，問われた「新しい公共」と政治との関係
も念頭において，別稿「『新しい公共』の行方－地域の視点から－」を
本学の『法学論集』第６８号（政治行政学科創立２０周年記念号）に寄せたので，
本稿と併せてそれを参照いただけば幸いである。その別稿もまた，本稿
第３節前半部分で触れたローカル・ガバナンス学会講演をベースにして
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再論したものである。
なお，当日の講義資料として配付したのは，以下の拙稿である。脚注
に代えてその一覧を記しておく。
①「ガバナンスの観念」（巻頭言）『季刊行政管理研究』No.６８，１９９４年１２月号，１－
２頁．
②－１「『政府体系』の概念化」（コラム）『自治総研』第２５巻１０号，１９９９年１０月号．
②－２「『新しい公共』をめぐって」（コラム）『自治総研』第２９巻８号，２００３年８月号．
③「公共空間の再編」今村編『日本の政府体系』成文堂，２００２年，第１章．
④「あらためて『新しい公共』を考える」『とうきょうの自治』No.７８，２０１０年９月
号，２－６頁．
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